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みなとみらい２１中央地区 20 街区ＭＩＣＥ施設整備事業／入札説明書等変更対照表 

書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

入札説明

書 

 31 第 6 1 (5) ア その他 ＰＦＩ事業①の基本協定の締結の翌日から事業契約の承認に係

る議会の議決日までの間、落札者の構成員、協力会社又はその

他企業が、附属資料５「ＰＦＩ事業①基本協定書（案）」第９条

に該当するに至った場合は、原則として、市は落札者の設立し

たＰＦＩ事業者①と事業契約を締結しない。ただし、代表企業

以外の構成員又は、協力企業が同条の規定に該当するに至った

場合で、以下の場合に限り、市とＰＦＩ事業者①と事業契約を

締結できるものとする。 

ＰＦＩ事業①の基本協定の締結の翌日から事業契約が成立する

までに、落札者の構成員、協力会社又はその他企業が、附属資料

５「ＰＦＩ事業①基本協定書（案）」第９条に該当するに至った

場合は、原則として、市は落札者の設立したＰＦＩ事業者①と事

業契約を締結しない。ただし、代表企業以外の構成員、協力会社

又はその他企業が同条の規定に該当するに至った場合で、以下の

場合に限り、市とＰＦＩ事業者①は事業契約を締結できるものと

する。 

入札説明

書 

 34 第 7 1 (2)  土地の使用

にかかる契

約手続 

なお、落札者決定日の翌日から事業契約の承認にかかる議会の

議決日までの間、落札者の構成員、協力会社又はその他企業が

入札参加資格を欠くに至った場合は、市は落札者と民間収益事

業の基本協定を締結せず、又は民間収益事業者と定期借地権設

定契約又は土地売買契約を締結しない場合がある。ただし、代

表企業以外の構成員、協力会社又はその他企業が入札参加資格

を欠くに至った場合は、以下のときに限り、当該落札者の入札

参加資格を引き続き有効なものとして取り扱うことができるも

のとする。 

なお、落札者決定日の翌日から民間収益事業の基本協定の締結ま

での間、落札者の構成員、協力会社又はその他企業が入札参加資

格を欠くに至った場合は、市は落札者と民間収益事業の基本協定

を締結せず、又は民間収益事業者と定期借地権設定契約若しくは

土地売買契約を締結しない場合がある。ただし、代表企業以外の

構成員、協力会社又はその他企業が入札参加資格を欠くに至った

場合は、以下のときに限り、当該落札者の入札参加資格を引き続

き有効なものとして取り扱うことができるものとする。 

入札説明

書 

 35 第 7 1 (4) オ 定期借地権

設定契約又

は土地売買

契約の締結

オ 民間収益事業の基本協定の締結後、民間収益事業者が附属

資料６「民間収益事業基本協定書（案）」第８条第２項の規定

が適用される場合は、市は違約金として定期借地権設定契約

にあっては年額土地貸付料相当額、土地売買契約にあっては

売買代金の 100分の 30に相当する金額を上限とする違約金を

落札者に請求できるものとする。 

オ 民間収益事業の基本協定の締結後、附属資料６「民間収益事

業基本協定書（案）」第８条第２項の規定が適用される場合は、

市は違約金として定期借地権設定契約にあっては年額土地貸

付料相当額、土地売買契約にあっては売買代金の 100 分の 30

に相当する金額を上限とする違約金を落札者に請求できるも

のとする。 

入札説明

書 

 36 第 7 1 (6) ア その他 ア 基本協定の締結の翌日から定期借地権設定契約又は土地売

買契約の締結日までの間、落札者の構成員、協力会社又はそ

の他企業が、附属資料６「民間収益事業基本協定書（案）」第

７条に該当するに至った場合は、原則として、市は民間収益

事業者と定期借地権設定契約及び土地売買契約を締結しな

い。ただし、代表企業以外の構成員又は協力会社が同条の規

定に該当するに至った場合で、以下の場合に限り、市と民間

収益事業者と定期借地権設定契約又は土地売買契約を締結で

きるものとする。 

ア 民間収益事業の基本協定の締結の翌日から定期借地権設定

契約又は土地売買契約の締結日までの間、落札者の構成員、協

力会社又はその他企業が、附属資料６「民間収益事業基本協定

書（案）」第７条に該当するに至った場合は、原則として、市

は民間収益事業者と定期借地権設定契約及び土地売買契約を

締結しない。ただし、代表企業以外の構成員、協力会社又はそ

の他企業が同条の規定に該当するに至った場合で、以下の場合

に限り、市と民間収益事業者は定期借地権設定契約又は土地売

買契約を締結できるものとする。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

入札説明

書 

 36 第 7 1 (6) ア その他 (ｲ) 入札参加資格を欠いた構成員、協力会社又はその他企業が

担当する業務に当たる者が複数である落札者の場合で、当該

構成員、協力会社又はその他企業を除く構成員、協力会社及

びその他企業で、すべての入札参加資格等を満たし、かつ設

立予定の民間収益事業者の事業能力を勘案し、契約締結後の

事業運営に支障をきたさないと市が判断したとき。 

(ｲ) 入札参加資格を欠いた構成員、協力会社又はその他企業が

担当する業務に当たる者が複数である落札者の場合で、当該構

成員、協力会社又はその他企業を除く構成員、協力会社及びそ

の他企業で、すべての入札参加資格等を満たし、かつ民間収益

事業者（設立予定のものを含む。）の事業能力を勘案し、契約

締結後の事業運営に支障をきたさないと市が判断したとき。 

入札説明

書 

 39 第 8 1 (1)  ・建設一時

金（サービ

ス対価Ａ－

１） 

対象施設 

周辺基盤施設等※ 
※対象施設の詳細については、別途公表する予定である。 

対象施設 

周辺基盤施設① 

周辺基盤施設② 

キング軸（構造躯体の除く表面の舗装、緑化等） 

入札説明

書 

 42 第 8 1 (2) イ (ｳ) 支払

手続 ②施

設の引渡し

日 が 平 成

32 年１月

１日以前の

場合 

〔元本の 81分の 41の金額〕を全 41回で元利均等返済する額 

＋〔元本の 81 分の 41の金額〕に対する金利 

＋〔各回支払額に含まれる元本相当額〕に対する消費税及び地

方消費税 

〔元本の 81分の 41の金額〕を全 41回で元利均等返済する額 

＋〔元本の 81 分の 40の金額〕に対する金利 

＋〔各回支払額に含まれる元本相当額〕に対する消費税及び地方

消費税 

要求水準

書 

 4 第 1 3 (2)  図表 3／ 

多目的ホー

ル、会議室

及び荷捌き

駐車場等の

維持管理・

保全業務 

環境衛生管理（廃棄物処理）業務 環境衛生管理（廃棄物処理を含む）業務 

要求水準

書 

 42 第 4 3 (6)  図表 10 

 

 

諸室 主な利用者 

管理事務所 PFI 事業②で行う、運営業務に従事

するスタッフ 

中央管

理室 

中 央 監 視

室 

PFI 事業②で行う、空調・照明等の

コントロールスタッフ 

中 央 防 災

センター 

PFI 事業②で行う、警備・防災スタ

ッフ 

バック

ヤード

スタッフ

控室 

PFI 事業①、PFI 事業②で行う、維持

管理・保全業務に従事するスタッフ
 

 

諸室 主な利用者 

管理事務所 PFI 事業②で行う、運営業務に従事す

るスタッフ 

中央管

理室 

中 央 監 視

室 

ＰＦＩ事業①及びＰＦＩ事業者②で

行う、建築設備機器の運転監視業務

を行うスタッフ 

中 央 防 災

センター 

PFI 事業②で行う、警備・防災スタッ

フ 

バック

ヤード

スタッフ

控室 

PFI 事業①、PFI 事業②で行う、維持

管理・保全業務に従事するスタッフ 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

要求水準

書 

 69 第 8 2 (4)  図表 14  

担当主

体 

区分 修繕項目 

Ｐ Ｆ Ｉ

事 業 者

② 

建築 内部建具※１、内部仕上、内部雑 

電気設備 吊物機構、照明、情報通信、情報表示、

映像・音響設備、放送設備、テレビ共

同受信、機械警備昇降機、駐車場管制

什器備品 全ての什器備品の更新、維持管理 
 

 

担当主

体 

区分 修繕項目 

Ｐ Ｆ Ｉ

事 業 者

② 

建築 内部建具※１、内部仕上、内部雑 

電気設備 吊物機構、照明、情報通信、情報表示、

映像・音響設備、放送設備、テレビ共

同受信、機械警備、昇降機、駐車場管

制 

什器備品 全ての什器備品の更新、維持管理 

要求水準

書 

別

紙

12 

1     多目的ホー

ル／ 

基本性能 

・分割した各部屋には、利用状況をモニターするための監視モ

ニタを設置すること。 

・分割した各部屋には、利用状況をモニターするための監視カメ

ラを設置すること。 

要求水準

書 

別

紙

12 

11     大会議室／

映像・音響

設備 

・プロジェクタを設置するための台が天井より降下してくるよ

うにすること。なお、台には映像の接続端子・電源を設ける

こと。 

文章削除 

様式集       様 式 7-8

長期収支計

画表及びサ

ービス対価

支払予定表

※10 LLCR の算出に用いる現在価値換算割引率は優先ローン

借入利率としてください。借入利率の異なる複数の優先ロー

ンがある場合は、加重平均の借入利率としてください。 

文章削除 

様式集       様 式 7-10

民間収益事

業に関する

長期収支計

画表 

※８ LLCR の算出に用いる現在価値換算割引率は優先ローン

借入利率としてください。借入利率の異なる複数の優先ロー

ンがある場合は、加重平均の借入利率としてください。 

文章削除 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  6 条    業 務 の 委

託、請負 

２  落札者は、事業契約が市とＰＦＩ事業者①との間で締結さ

れた後速やかに、前項に定める設計、建設、工事監理及び維

持管理に係る各業務を委託し又は請け負わせる者とＰＦＩ事

業者①との間で、各業務に関する業務委託契約又は請負契約

（若しくはこれに代わる覚書等）を締結させるものとし、速

やかに、当該契約書の写し等各業務を委託し又は請け負わせ

た事実を証する書面を、市に提出しなくてはならない。 

文章削除 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  6 条    業 務 の 委

託、請負 

３  第１項に基づきＰＦＩ事業者①から各業務を受託し又は請

け負った者は、当該受託し又は請け負った業務を誠実に実施

しなければならず、また、落札者は、かかる者をして、当該

受託し又は請け負った業務を確実に実施させるものとする。

２  前項に基づきＰＦＩ事業者①から各業務を受託し又は請け

負った者は、当該受託し又は請け負った業務を誠実に実施しな

ければならない。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  9 条    事業契約の

不締結 

第７条の定めにかかわらず、ＰＦＩ事業者①と市との間の

事業契約、及び民間収益事業者と市との間の〔定期借地権設

定契約／土地売買契約〕が締結されるまでに、構成員、協力

会社又はその他企業が次の各号所定のいずれかに該当したこ

とにより横浜市一般入札参加停止及び指名停止等措置要綱に

基づき一般入札参加停止及び指名停止措置を受けた場合に

は、市は、事業契約に関し、原則として事業契約の仮契約を

締結せず又は事業契約を成立させない。ただし、当該構成員

（ただし代表企業である構成員を除く。）、協力会社又はその

他企業に代わって、入札参加資格を有する構成員、協力会社

若しくはその他企業を補充し、又は、当該構成員、協力会社

若しくはその他企業を除く構成員、協力会社及びその他企業

で、すべての入札参加資格を満たし、かつ設立予定のＰＦＩ

事業者①あるいは民間収益事業者（設立予定のものを含む。）

の事業能力を勘案し、契約締結後の事業運営に支障をきたさ

ないと市が判断した場合にはこの限りではない。構成員、協

力会社又はその他企業を補充する場合、代表企業は、当該新

たな当事者に本基本協定及び民間収益事業基本協定の条件を

合意させることを要し、市が要請するときは、本基本協定の

当事者変更その他の必要な手続を履践するものとする。 

第７条の定めにかかわらず、ＰＦＩ事業者①と市との間の事

業契約が成立するまでに、構成員、協力会社又はその他企業が

本事業の入札参加資格を欠くに至った場合、又は本事業の入札

手続について次の各号所定のいずれかに該当した場合には、市

は、原則として事業契約の仮契約を締結せず又は事業契約を成

立させない。ただし、当該構成員（ただし代表企業である構成

員を除く。）、協力会社又はその他企業に代わって、入札参加資

格を有する構成員、協力会社若しくはその他企業を補充し、又

は、当該構成員、協力会社若しくはその他企業を除く構成員、

協力会社及びその他企業で、すべての入札参加資格を満たし、

かつ設立予定のＰＦＩ事業者①あるいは民間収益事業者（設立

予定のものを含む。）の事業能力を勘案し、契約締結後の事業

運営に支障をきたさないと市が判断した場合にはこの限りで

はない。構成員、協力会社又はその他企業を補充する場合、代

表企業は、当該新たな当事者に本基本協定及び民間収益事業基

本協定の条件を合意させることを要し、市が要請するときは、

本基本協定の当事者変更その他の必要な手続を履践するもの

とする。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  9 条    事業契約の

不締結 

（１） 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第 49 条

第１項の排除措置命令を受け、かつ、同条第６項に規定する

期間内に同項の規定による審判の請求をしなかったとき。 

（２） 独占禁止法第 50 条第１項の納付命令を受け、かつ、同

条第４項に規定する期間内に同項の規定による審判の請求を

しなかったとき。 

（３） 独占禁止法第 52 条第４項の規定により審判請求を取り

下げたとき。 

（４） 独占禁止法第 66 条第１項から第３項までに規定する審

決（同条第３項の規定により原処分の全部を取り消すものを

除く。）を受け、かつ、当該審決の取消しの訴えを独占禁止法

第 77 条第１項に規定する期間内に提起しなかったとき。 

（５） 落札者が独占禁止法第 77 条第１項の規定により審決の

取消しの訴えを提起した場合において、当該訴えを却下し、

又は棄却する判決が確定したとき。 

（６） 自ら又はその役員若しくは使用人その他の従業者につ

いて、刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の３又は第 198

条の刑が確定したとき。 

 

（１） 構成員、協力会社若しくはその他企業、又はこれを構成

員とする私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第２条第

２項の事業者団体（以下「構成員等」という。）が、本事業の

入札手続について同法第３条又は第８条第１号の規定に違反

したとして、同法第７条又は第８条の２の規定による排除措置

命令（以下「排除措置命令」という。）が確定したとき。 

（２） 本事業の入札手続について、構成員等に、独占禁止法第

７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合

を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」

という。）が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第

63 条第２項の規定により取り消されたときを含む。）。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、確定した排除措置命令又は

納付命令（独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り消され

たものを含む。次号において同じ。）により、構成員等に、本

事業の入札手続について独占禁止法第３条又は第８条第１号

の規定に違反する行為があったとされたとき。 

（４） 確定した排除措置命令又は納付命令により、構成員等に、

独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為が

あったとされた期間及び当該行為の対象となった取引分野が

示された場合において、当該期間に本事業の入札が行われたも

のであり、かつ、本事業の入札手続が当該取引分野に該当する

ものであるとき。 

（５） 構成員、協力会社又はその他企業が、自ら又はその役員

若しくは使用人その他の従業者について、刑法（明治 40 年法

律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条第１項若しく

は第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  9 条    事業契約の

不締結 

（７） その他、横浜市一般入札参加停止及び指名停止等措置

要綱に基づき、上記各号と同等もしくはそれ以上の一般入札

参加停止及び指名停止措置を受けたとき。 

文章削除 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  10

条

   事業契約不

調の場合の

処理 

２  前項の定めにかかわらず、第９条の適用により事業契約が

不締結となった場合又は落札者が自らの責めに帰すべき事由

により故意に事業契約を締結させない場合には、市は、本事

業に係る落札金額の 100 分の 10 に相当する金額を上限とする

違約金を落札者に請求できるものとし、落札者は、市の請求

があり次第、当該請求において定められた金額の違約金を連

帯して市に支払うものとする。なお、当該違約金の定めは損

害賠償額の予定ではなく、これにより市が被った損害のうち、

当該違約金により回復されないものがあるときは、その部分

について落札者に対する損害賠償の請求を行うことを妨げな

いものとする。 

２  前項の定めにかかわらず、第９条の適用により事業契約が不

締結となった場合、その他落札者の責めに帰すべき事由により

事業契約が不締結となった場合には、市は、本事業に係る落札

金額の 100 分の 10 に相当する金額を上限とする違約金を落札

者に請求できるものとし、落札者は、市の請求があり次第、当

該請求において定められた金額の違約金を連帯して市に支払

うものとする。なお、当該違約金の定めは損害賠償額の予定で

はなく、これにより市が被った損害のうち、当該違約金により

回復されないものがあるときは、その部分について落札者に対

する損害賠償の請求を行うことを妨げないものとする。 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  10

条

   事業契約不

調の場合の

処理 

３  第１項の定めにかかわらず、事業契約締結の議案が市の議

会で否決されたために事業契約の締結に至らなかった場合

で、落札者が市に損害の賠償を請求できるときは、かかる損

害賠償請求権は第１項が適用されず、落札者の市に対する損

害賠償の請求は妨げられないものとする。 

３  第１項の定めにかかわらず、事業契約締結の議案が市の議会

で否決されたために事業契約の締結に至らなかった場合又は

市の責めに帰すべき事由により事業契約の締結に至らなかっ

た場合、かかる損害賠償請求権は第１項が適用されず、落札者

の市に対する損害賠償の請求は妨げられないものとする。 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  11

条

   民間収益事

業の代替事

業者 

落札者は、民間収益事業者の責めに帰すべき事由により、

民間収益施設の運営が開始される日までに民間収益事業者と

市との間で〔定期借地権設定契約／土地売買契約〕の締結に

至らなかった場合又は民間収益施設の運営が開始される日ま

でに〔定期借地権設定契約／土地売買契約〕が解除された場

合は、民間収益事業を実施する代替事業者を確保するよう努

めるものとする。 

落札者は、民間収益事業者（設立予定のものを含む。）の責

めに帰すべき事由により、〔定期借地権設定契約／土地売買契

約〕の締結に至らなかった場合は、民間収益事業を実施する代

替事業者を確保するよう努めるものとする。 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  12

条

   有効期間 １ 本基本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期と

し、本事業施設すべての運営が開始された日を終期とする期

間とする。 

１ 本基本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期と

し、事業契約が成立した日を終期とする期間とする。 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  12

条

   有効期間 ３ 本基本協定の終了後も、第４条第３項から第５項まで、第

５条（ただし、本基本協定の終了時にＰＦＩ事業者①が設立

されていた場合に限る。）、第１０条及び第１４条の定めは有

効とし、当事者を拘束し続けるものとする。 

３ 本基本協定の終了後も、第４条第３項から第５項まで、第５

条（ただし、本基本協定の終了時にＰＦＩ事業者①が設立され

ていた場合に限る。）、第６条及び第１４条の定めは有効とし、

当事者を拘束し続けるものとする。 

ＰＦＩ事

業①基本

協 定 書

（案） 

  13

条

   解除 前条の定めにかかわらず、本事業の入札手続に関し、構成

員、協力会社又はその他企業のいずれかが第９条第１項各号

所定のいずれかに該当することが明らかになったときは、市

は、本基本協定を解除することができるものとする。 

前条の定めにかかわらず、構成員、協力会社若しくはその他

企業が、本事業の入札参加資格を欠くに至った場合、又は本事

業の入札手続について第９条第１項各号所定のいずれかに該

当することが明らかになったときは、市は、本基本協定を解除

することができるものとする。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  7 条    〔定期借地

権設定契約

／土地売買

契約〕の不

締結 

第５条の定めにかかわらず、ＰＦＩ事業者①と市との間の

事業契約及び民間収益事業者と市との間の〔定期借地権設定

契約／土地売買契約〕が締結されるまでに、構成員、協力会

社又はその他企業が次の各号所定のいずれかに該当したこと

により横浜市一般入札参加停止及び指名停止等措置要綱に基

づき一般入札参加停止及び指名停止措置を受けた場合には、

市は、民間収益事業に関し、原則として〔定期借地権設定契

約／土地売買契約〕を締結しない。ただし、当該構成員（た

だし代表企業である構成員を除く。）、協力会社又はその他企

業に代わって、入札参加資格を有する構成員、協力会社若し

くはその他企業を補充し、又は、当該構成員、協力会社若し

くはその他企業を除く構成員、協力会社及びその他企業で、

すべての入札参加資格を満たし、かつ設立予定のＰＦＩ事業

者①あるいは民間収益事業者（設立予定のものを含む。）の事

業能力を勘案し、契約締結後の事業運営に支障をきたさない

と市が判断した場合にはこの限りではない。構成員、協力会

社又はその他企業を補充する場合、代表企業は、当該新たな

当事者に本基本協定及びＰＦＩ事業①基本協定の条件を合意

させることを要し、市が要請するときは、本基本協定の当事

者変更その他の必要な手続を履践するものとする。 

１ 第５条の定めにかかわらず、〔定期借地権設定契約／土地売

買契約〕が締結されるまでに、構成員、協力会社若しくはその

他企業が本事業の入札参加資格を欠くに至った場合、又は本事

業の入札手続について次の各号所定のいずれかに該当した場

合には、市は、原則として〔定期借地権設定契約／土地売買契

約〕を締結しない。ただし、当該構成員（ただし代表企業であ

る構成員を除く。）、協力会社又はその他企業に代わって、入札

参加資格を有する構成員、協力会社若しくはその他企業を補充

し、又は、当該構成員、協力会社若しくはその他企業を除く構

成員、協力会社及びその他企業で、すべての入札参加資格を満

たし、かつ設立予定のＰＦＩ事業者①あるいは民間収益事業者

（設立予定のものを含む。）の事業能力を勘案し、契約締結後

の事業運営に支障をきたさないと市が判断した場合にはこの

限りではない。構成員、協力会社又はその他企業を補充する場

合、代表企業は、当該新たな当事者に本基本協定及びＰＦＩ事

業①基本協定の条件を合意させることを要し、市が要請すると

きは、本基本協定の当事者変更その他の必要な手続を履践する

ものとする。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  7 条    〔定期借地

権設定契約

／土地売買

契約〕の不

締結 

（１） 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第 49 条

第１項の排除措置命令を受け、かつ、同条第６項に規定する

期間内に同項の規定による審判の請求をしなかったとき。 

（２） 独占禁止法第 50 条第１項の納付命令を受け、かつ、同

条第４項に規定する期間内に同項の規定による審判の請求を

しなかったとき。 

（３） 独占禁止法第 52 条第４項の規定により審判請求を取り

下げたとき。 

（４） 独占禁止法第 66 条第１項から第３項までに規定する審

決（同条第３項の規定により原処分の全部を取り消すものを

除く。）を受け、かつ、当該審決の取消しの訴えを独占禁止法

第 77 条第１項に規定する期間内に提起しなかったとき。 

（５） 落札者が独占禁止法第 77 条第１項の規定により審決の

取消しの訴えを提起した場合において、当該訴えを却下し、

又は棄却する判決が確定したとき。 

（６） 自ら又はその役員若しくは使用人その他の従業者につ

いて、刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の３又は第 198

条の刑が確定したとき。 

 

（１） 構成員、協力会社若しくはその他企業、又はこれを構成

員とする私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第２条第

２項の事業者団体（以下「構成員等」という。）が、本事業の

入札手続について同法第３条又は第８条第１号の規定に違反

したとして、同法第７条又は第８条の２の規定による排除措置

命令（以下「排除措置命令」という。）が確定したとき。 

（２） 本事業の入札手続について、構成員等に、独占禁止法第

７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合

を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」

という。）が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第

63 条第２項の規定により取り消されたときを含む。）。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、確定した排除措置命令又は

納付命令（独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り消され

たものを含む。次号において同じ。）により、構成員等に、本

事業の入札手続について独占禁止法第３条又は第８条第１号

の規定に違反する行為があったとされたとき。 

（４） 確定した排除措置命令又は納付命令により、構成員等に、

独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為が

あったとされた期間及び当該行為の対象となった取引分野が

示された場合において、当該期間に本事業の入札が行われたも

のであり、かつ、本事業の入札手続が当該取引分野に該当する

ものであるとき。 

（５） 構成員、協力会社又はその他企業が、自ら又はその役員

若しくは使用人その他の従業者について、刑法（明治 40 年法

律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条第１項若しく

は第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  7 条    〔定期借地

権設定契約

／土地売買

契約〕の不

締結 

文章追加 ２ 第５条の定めにかかわらず、事業契約が締結に至らないこと

が明らかになったと認められる場合又は事業契約が解除され

た場合には、市は、原則として〔定期借地権設定契約／土地売

買契約〕を締結しない。 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  7 条    〔定期借地

権設定契約

／土地売買

契約〕の不

締結 

（７） その他、横浜市一般入札参加停止及び指名停止等措置

要綱に基づき、上記各号と同等若しくはそれ以上の一般入札

参加停止及び指名停止措置を受けたとき。 

 

文章削除 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  8 条    〔定期借地

権設定契約

／土地売買

契約〕不調

の場合の処

理 

２  前項の定めにかかわらず、第７条の適用がある場合又は落

札者が自らの責めに帰すべき事由により故意に〔定期借地権

設定契約／土地売買契約〕を締結させない場合には、市は、

本事業の入札手続において提出した入札提案書所定の〔年額

土地貸付料相当額／売買代金の 100 分の 30〕に相当する金額

を上限とする違約金を落札者に請求できるものとし、落札者

は、市の請求があり次第、当該請求において定められた金額

の違約金を連帯して市に支払うものとする。なお、当該違約

金の定めは損害賠償額の予定ではなく、これにより市が被っ

た損害のうち、当該違約金により回復されないものがあると

きは、その部分について落札者に対する損害賠償の請求を行

うことを妨げないものとする。 

２  前項の定めにかかわらず、第７条第１項の適用により〔定期

借地権設定契約／土地売買契約〕が不締結となった場合、その

他落札者の責めに帰すべき事由により〔定期借地権設定契約／

土地売買契約〕が不締結となった場合には、市は、本事業の入

札手続において提出した入札提案書所定の〔年額土地貸付料相

当額／売買代金の 100 分の 30〕に相当する金額を上限とする

違約金を落札者に請求できるものとし、落札者は、市の請求が

あり次第、当該請求において定められた金額の違約金を連帯し

て市に支払うものとする。なお、当該違約金の定めは損害賠償

額の予定ではなく、これにより市が被った損害のうち、当該違

約金により回復されないものがあるときは、その部分について

落札者に対する損害賠償の請求を行うことを妨げないものと

する。 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  8 条    〔定期借地

権設定契約

／土地売買

契約〕不調

の場合の処

理 

文章追加 ３  第１項の定めにかかわらず、市の責めに帰すべき事由により

〔定期借地権設定契約／土地売買契約〕の締結に至らなかった

場合で、落札者が市に損害の賠償を請求できるときは、かかる

損害賠償請求権は第１項が適用されず、落札者の市に対する損

害賠償の請求は妨げられないものとする。 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  9 条    民間収益事

業の代替事

業者 

落札者は、民間収益事業者の責めに帰すべき事由により、

民間収益施設の運営が開始される日までに民間収益事業者と

市との間で〔定期借地権設定契約／土地売買契約〕の締結に

至らなかった場合又は民間収益施設の運営が開始される日ま

でに〔定期借地権設定契約／土地売買契約〕が解除された場

合は、民間収益事業を実施する代替事業者を確保するよう努

めるものとする。 

落札者は、民間収益事業者（設立予定のものを含む。）の責

めに帰すべき事由により、〔定期借地権設定契約／土地売買契

約〕の締結に至らなかった場合は、民間収益事業を実施する代

替事業者を確保するよう努めるものとする。 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  10

条

   有効期間 １ 本基本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期と

し、本事業施設すべての運営が開始された日を終期とする期

間とする。 

 

１ 本基本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期と

し、〔定期借地権設定契約／土地売買契約〕の締結日を終期と

する期間とする。 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  10

条

   有効期間 ２ 前項の定めにかかわらず、事業契約が締結に至らないこと

が明らかになったと認められる場合には、事業契約の締結不

調を市が落札者に通知した日をもって本基本協定は終了する

ものとする。 

２ 前項の定めにかかわらず、事業契約又は〔定期借地権設定契

約／土地売買契約〕が締結に至らないことが明らかになったと

認められる場合には、事業契約又は〔定期借地権設定契約／土

地売買契約〕の締結不調を市が落札者に通知した日をもって本

基本協定は終了するものとする。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  10

条

   有効期間 文章追加 ３ 第１項の定めにかかわらず、事業契約が解除されたときは、

事業契約の解除を市が落札者に通知した日をもって本基本協

定は終了するものとする。 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  10

条

   有効期間 ３ 本基本協定の終了後も、第４条第３項、第４項（ただし、

本基本協定の終了時に民間収益事業者が設立されていた場合

に限る。）、第８条及び第１２条の定めは有効とし、当事者を

拘束し続けるものとする。 

４ 本基本協定の終了後も、第４条第３項、第４項（ただし、本

基本協定の終了時に民間収益事業者が設立されていた場合に

限る。）及び第１２条の定めは有効とし、当事者を拘束し続け

るものとする。 

民間収益

事業基本

協 定 書

（案） 

  11

条

   解除 前条の定めにかかわらず、本事業の入札手続に関し、構成

員、協力会社又はその他企業のいずれかが第７条第１項各号

所定のいずれかに該当するとき、市は、本基本協定を解除す

ることができるものとする。 

前条の定めにかかわらず、構成員、協力会社若しくはその他

企業が、本事業の入札参加資格を欠くに至った場合、又は本事

業の入札手続について第７条第１項各号所定のいずれかに該

当するとき、市は、本基本協定を解除することができるものと

する。 

事業契約

書（案） 

  6 条    業務の実施 文章追加 ３  ＰＦＩ事業者①は、この契約締結後速やかに、設計に関する

業務、建設に関する業務、工事監理業務及び維持管理・保全業

務を委託し又は請け負わせる者との間で、各業務に関する業務

委託契約又は請負契約（若しくはこれに代わる覚書等）を締結

するものとし、速やかに、当該契約書の写し等、各業務を委託

し又は請け負わせた事実を証する書面を、市に提出しなければ

ならない。 

事業契約

書（案） 

  25

条

   ＰＦＩ事業

者②の意見

の収集及び

反映 

２  ＰＦＩ事業者②の意見を反映するために、設計図書が提案

書の提案内容から変更されたものとなる場合、ＰＦＩ事業者

①は、変更の概要を市に通知するものとし、市は、ＰＦＩ事

業者②の意見に基づいた設計図書の変更の要否を検討するも

のとする。 

２  ＰＦＩ事業者②の意見を反映するために、ＰＦＩ事業者①の

契約履行について費用の変更が必要となる場合は、ＰＦＩ事業

者①はその概要を市に通知するものとし、市はＰＦＩ事業者②

の意見の反映の要否を検討するものとする。 

事業契約

書（案） 

  25

条

   ＰＦＩ事業

者②の意見

の収集及び

反映 

３  前項の検討結果を踏まえて、市が、ＰＦＩ事業者①に設計

図書の変更を求めるときは、第 23 条を準用する。 

３  前項の検討結果を踏まえて、市が、ＰＦＩ事業者②の意見の

反映を求めるときは、市が当該追加的な費用を合理的な範囲で

負担するものとし、費用の減少が生じたときはサービス対価を

減額するものとする。 

事業契約

書（案） 

  51

条

   建設工事中

にＰＦＩ事

業者①が第

三者に及ぼ

した損害 

ＰＦＩ事業者①は、本件工事に際し第三者に損害を及ぼし

た場合は、当該損害を賠償しなければならない。工事の施工

に伴い通常避けることができない騒音、振動、地盤沈下、地

下水の断絶等の理由により生じたものであるときもＰＦＩ事

業者①の負担とする。ただし、その損害のうち市の責めに帰

すべき理由により生じたものについては、市が負担する。 

ＰＦＩ事業者①は、本件工事に際し第三者に損害を及ぼした

場合は、当該損害を賠償しなければならない。工事の施工に伴

い通常避けることができない騒音、振動、地盤沈下、地下水の

断絶等の理由により生じたものであるときもＰＦＩ事業者①

の負担とする。ただし、その損害のうち市の責めに帰すべき事

由により生じたものについては、市が負担する。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

事業契約

書（案） 

  57

条

   20 街区Ｍ

ＩＣＥ施設

の修繕・更

新 

１  ＰＦＩ事業者①は、この契約、要求水準書、業務計画書及

び提案書に基づき、20 街区ＭＩＣＥ施設（第 37 条第１項の規

定によりＰＦＩ事業者①が調達及び設置した什器備品等を除

く。以下、本条について同じ。）の修繕・更新を自己の責任及

び費用において実施する。ただし、市の責めに帰すべき事由

により 20 街区ＭＩＣＥ施設の修繕・更新を行った場合、市は、

これに要した費用を負担する。 

１  ＰＦＩ事業者①は、この契約、要求水準書、業務計画書及び

提案書に基づき、20 街区ＭＩＣＥ施設（第 37 条第１項の規定

によりＰＦＩ事業者①が調達及び設置した什器備品等を除く。

以下、本条について同じ。）の修繕・更新（ＰＦＩ事業者②が

実施する 20 街区ＭＩＣＥ施設の修繕・更新を除く。）を自己の

責任及び費用において実施する。ただし、市の責めに帰すべき

事由により 20 街区ＭＩＣＥ施設の修繕・更新を行った場合、

市は、これに要した費用を負担する。 

事業契約

書（案） 

  82

条

   談合行為等

に対する解

除措置 

１  市は、この契約に関して落札者の構成員に基本協定書第９

条第１項各号のいずれかに掲げる事由が生じたときには、こ

の契約を解除することができる。 

１  市は、本事業の入札手続について落札者が次の各号所定のい

ずれかに該当した場合には、この契約を解除することができ

る。 

（１） 構成員、協力会社若しくはその他企業、又はこれを構成

員とする私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第２条第

２項の事業者団体（以下「構成員等」という。）が、本事業の

入札手続について同法第３条又は第８条第１号の規定に違反

したとして、同法第７条又は第８条の２の規定による排除措置

命令（以下「排除措置命令」という。）が確定したとき。 

（２） 本事業の入札手続について、構成員等に、独占禁止法第

７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合

を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」

という。）が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第

63 条第２項の規定により取り消されたときを含む。）。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、確定した排除措置命令又は

納付命令（独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り消され

たものを含む。次号において同じ。）により、構成員等に、本

事業の入札手続について独占禁止法第３条又は第８条第１号

の規定に違反する行為があったとされたとき。 

（４） 確定した排除措置命令又は納付命令により、構成員等に、

独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為が

あったとされた期間及び当該行為の対象となった取引分野が

示された場合において、当該期間に本事業の入札が行われたも

のであり、かつ、本事業の入札手続が当該取引分野に該当する

ものであるとき。 

（５） 構成員、協力会社又はその他企業が、自ら又はその役員

若しくは使用人その他の従業者について、刑法（明治 40 年法

律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条第１項若しく

は第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

事業契約

書（案） 

  82

条

   談合行為等

に対する解

除措置 

文章追加 ２    市は、ＰＦＩ事業者①が次の各号所定のいずれかに該当し

た場合には、相当の期間を定めて催告のうえ、この契約を解除

することができる。 

（１） ＰＦＩ事業者①が、横浜市暴力団排除条例（平成 23 年

12 月横浜市条例第 51 号）第２条第２号に規定する暴力団、同

条第４号に規定する暴力団員等、同条第 5 号に規定する暴力団

経営支配法人等又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密

接な関係を有すると認められる者（法人その他の団体にあって

は、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると

認められるものをいう。）であることが判明したとき。 

（２） ＰＦＩ事業者①が、神奈川県暴力団排除条例（平成 22

年神奈川県条例第 75 号）第 23 条第１項又は第２項に違反して

いる事実がある者であることが判明したとき。 

事業契約

書（案） 

  82

条

   談合行為等

に対する解

除措置 

２  市は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、ＰＦ

Ｉ事業者①が被った損害を賠償することを要しない。 

３  市は、前２項の規定によりこの契約を解除したときは、ＰＦ

Ｉ事業者①が被った損害を賠償することを要しない。 

事業契約

書（案） 

  84

条

   引渡前の解

除の効力 

２  20 街区ＭＩＣＥ施設の引渡し前に第 82 条第１項又は第 83

条の規定によりこの契約が解除された場合において、市が事

業敷地の原状回復が社会通念上合理的であると判断した場合

を除き、ＰＦＩ事業者①はＰＦＩ事業者①の責任及び費用に

おいて当該出来高部分の検査を受けるものとし、市は合格部

分をＰＦＩ事業者①より買い受け、その引渡しを受けるもの

とする。市が対象部分の出来高部分を買い受けないときは、

ＰＦＩ事業者①はその費用において速やかに事業敷地を原状

に回復して市に明け渡さなければならない。 

２  20街区ＭＩＣＥ施設の引渡し前に第 82条第１項若しくは第

２項又は第 83 条の規定によりこの契約が解除された場合にお

いて、市が事業敷地の原状回復が社会通念上合理的であると判

断した場合を除き、ＰＦＩ事業者①はＰＦＩ事業者①の責任及

び費用において当該出来高部分の検査を受けるものとし、市は

合格部分をＰＦＩ事業者①より買い受け、その引渡しを受ける

ものとする。市が対象部分の出来高部分を買い受けないとき

は、ＰＦＩ事業者①はその費用において速やかに事業敷地を原

状に回復して市に明け渡さなければならない。 

事業契約

書（案） 

  84

条

   引渡前の解

除の効力 

４  第 82条第１項の規定に基づきこの契約が解除された場合に

おいて、市が第２項の規定により合格部分の引渡しを受けた

ときは、市は、合格部分に相当する対価をＰＦＩ事業者①の

請求により支払うものとする。 

４  第 82 条第１項又は第２項の規定に基づきこの契約が解除さ

れた場合において、市が第２項の規定により合格部分の引渡し

を受けたときは、市は、合格部分に相当する対価をＰＦＩ事業

者①の請求により支払うものとする。 

事業契約

書（案） 

  85

条

   引渡後の解

除の効力 

４  市は、第 82 条第１項又は第 83 条第１項の規定によりこの

契約が解除された場合において、前項の規定により市又はＰ

ＦＩ事業者②が維持管理・保全業務の引継ぎを受けたときは、

維持管理の対価として未払いの部分があるときは、これを支

払う。 

４  市は、第 82 条第１項若しくは第２項又は第 83 条第１項の規

定によりこの契約が解除された場合において、前項の規定によ

り市又はＰＦＩ事業者②が維持管理・保全業務の引継ぎを受け

たときは、維持管理の対価として未払いの部分があるときは、

これを支払う。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

事業契約

書（案） 

  86

条

   違約金等 １  第 82 条第１項の規定に該当するときは、この契約が解除さ

れるか否かにかかわらず、市は、基本協定書第 10 条に従い、

本事業に係る落札金額の 100 分の 10 に相当する金額を上限と

する違約金を落札者に請求するものとし、第 84 条又は第 85

条に基づく既履行部分の清算を除き、市及びＰＦＩ事業者①

は、契約解除に関し損害賠償等の請求は行わないものとする。

１  第 82 条第１項又は第２項の規定に該当するときは、この契

約が解除されるか否かにかかわらず、市は、本事業に係る落札

金額の 100 分の 10 に相当する金額を上限とする違約金をＰＦ

Ｉ事業者①に請求するものとし、第 84 条又は第 85 条に基づく

既履行部分の清算を除き、市及びＰＦＩ事業者①は、契約解除

に関し損害賠償等の請求は行わないものとする。 

事業契約

書（案） 

7 50  1 (1)  ・建設一時

金（サービ

ス対価Ａ－

１） 

対象施設 

周辺基盤施設等※ 
※対象施設の詳細については、別途公表する予定である。 

対象施設 

周辺基盤施設① 

周辺基盤施設② 

キング軸（構造躯体の除く表面の舗装、緑化等） 

事業契約

書（案） 

7 53  1 (2) イ サービス対

価 A-2 の算

定方法 ②

施設の引渡

し日が平成

32 年１月

１日以前の

場合 

〔元本の 81 分の 41 の金額〕を全 41 回で元利均等返済する額 

＋〔元本の 81 分の 41 の金額〕に対する金利 

＋〔各回支払額に含まれる元本相当額〕に対する消費税及び地

方消費税 

〔元本の 81 分の 41 の金額〕を全 41 回で元利均等返済する額 

＋〔元本の 81 分の 40 の金額〕に対する金利 

＋〔各回支払額に含まれる元本相当額〕に対する消費税及び地方

消費税 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  4 条    使用目的 １ 民間収益事業者は、〔平成●年●月●日（ＰＦＩ事業①基本

協定の締結日から１年後の日付）〕までに、市及びＰＦＩ事業

者①と協議の上、提案書に基づいて基本計画（開発の基本方

針、施設計画（建築計画、景観・デザイン、地区施設、緑化、

交通処理等）、事業運営計画、事業実施スケジュール等を定め

たもの。）を策定し、市及びＰＦＩ事業者①と基本計画協定（以

下、「基本計画協定」という。）を締結しなければならない。

２ 民間収益事業者は、前項の基本計画協定を遵守しなければ

ならない。 

３ 市及び民間収益事業者は、第１項の基本計画協定に記載し

た使用目的並びに事業計画及び土地利用計画以外の用途に本

件土地を使用し、又は第三者に使用させてはならない。ただ

し、市が類似使用の範囲内として事前に書面により承認した

場合は、その範囲内の用途のために使用することができる。

４ 民間収益事業者は、本件土地を、次の各号の一に該当する

目的の用途に使用してはならない。 

(1) 暴力団の事務所その他これに類する施設の用、公の秩序又

は善良の風俗に反する目的の用その他近隣住民の迷惑となる

目的の用途 

(2) 騒音、振動、塵埃、視覚的不快感、悪臭、電磁波又は危険

物等を発生又は使用する等、周囲に迷惑を及ぼすような用途

(3) 住宅 

１ 民間収益事業者は、平成●年●月●日[基本計画協定の締結

日]に、民間収益事業者、市及びＰＦＩ事業者①と締結した、

みなとみらい２１中央地区 20 街区基本計画協定（以下、「基本

計画協定」という。）を遵守しなければならない。 

２ 市及び民間収益事業者は、第１項の基本計画協定に記載した

使用目的並びに事業計画及び土地利用計画以外の用途に本件

土地を使用し、又は第三者に使用させてはならない。ただし、

市が類似使用の範囲内として事前に書面により承認した場合

は、その範囲内の用途のために使用することができる。 

３ 民間収益事業者は、本件土地を、次の各号の一に該当する目

的の用途に使用してはならない。 

(1) 暴力団の事務所その他これに類する施設の用、公の秩序又

は善良の風俗に反する目的の用その他近隣住民の迷惑となる

目的の用途 

(2) 騒音、振動、塵埃、視覚的不快感、悪臭、電磁波又は危険

物等を発生又は使用する等、周囲に迷惑を及ぼすような用途 

(3) 住宅 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  8 条    土地貸付料 ２ 前項に規定する土地貸付料は、社会経済情勢の変動その他

の理由により、その額が実情にそわなくなったときは、市は、

原則として３年ごとに改定することができる。土地貸付料の

改定を行う場合は、市は、すみやかに適正な額に改定するも

のとし、市から民間収益事業者に対し通知する。 

２ 前項に規定する土地貸付料は、社会経済情勢の変動その他の

理由により、その額が実情にそわなくなったときは、市は、原

則として３年ごとに改訂することができる。土地貸付料の改定

を行う場合は、市は、すみやかに適正な額に改訂するものとし、

市から民間収益事業者に対し通知する。 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  9 条    土地貸付料

の納付 

２ 前項の規定は、前条第２項の規定により改定した土地貸付

料の納付方法に準用する。 

２ 前項の規定は、前条第２項の規定により改訂した土地貸付料

の納付方法にも適用する。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  10

条

   土地貸付料

の納付の遅

延に伴う違

約金 

民間収益事業者は、前条に基づき、市が定める納付期限ま

でに土地貸付料を納付しない場合には、納付期限の翌日から

納付した日までの期間の日数に応じ、遅延した金額（1,000 円

未満の端数があるとき又は全額が 2,000 円未満であるときは、

その端数又はその全額を切り捨てる。）について年 14.6％の割

合を乗じて計算した違約金を、市の指定する期日までに支払

わなければならない。ただし、違約金の額に 100 円未満の端

数があるときはその端数を切り捨てるものとし、違約金の額

が 100 円未満である場合にはその全額を切り捨てる。 

民間収益事業者は、前条に基づき、市が定める納付期限まで

に土地貸付料を納付しない場合には、納付期限の翌日から納付

した日までの期間の日数に応じ、遅延した金額（1,000 円未満

の端数があるとき又は全額が 2,000 円未満であるときは、その

端数又はその全額を切り捨てる。）について年 14.6％の割合を

乗じて計算した違約金を、市の指定する期日までに支払わなけ

ればならない。なお、違約金の額に 100 円未満の端数があると

きはその端数を切り捨てるものとし、違約金の額が 100 円未満

である場合にはその全額を切り捨てる。 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  21

条

   実地調査等 市は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、民間

収益事業者に対しその業務又は資産の状況に関して質問し、

実地に調査し又は参考となるべき資料その他の報告を求める

ことができる。この場合において、民間収益事業者は実地調

査等に協力しなければならない。但し、本合築施設の民間収

益事業者の専有部分への立ち入りは民間収益事業者に事前に

通知するものとする。 

市は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、民間収

益事業者に対しその業務又は資産の状況に関して質問し、実地

に調査し又は参考となるべき資料その他の報告を求めること

ができる。この場合において、民間収益事業者は実地調査等に

協力しなければならない。ただし、本合築施設の民間収益事業

者の専有部分への立ち入りは民間収益事業者に事前に通知す

るものとする。 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  25

条

   違約金 １ 民間収益事業者は、第６条に定める貸付期間中に、次の各

号のいずれかに該当する事由が生じた場合は、違約金として、

規定金額を市に支払わなければならない。 

(1) 第４条又は第１９条に定める義務に違反したときは、年額

土地貸付料相当額 

(2) 第２６条第１項第３号の規定により、市が契約を解除した

ときは、年額土地貸付料相当額 

(3) 第１７条第１項に定める義務に違反したときは、月額土地

貸付料の３倍相当額 

(4) 第２０条又は第２１条に定める義務に違反したときにおい

て、市がその状態を是正するため有効な措置を講じるよう催

告したにもかかわらず、民間収益事業者が有効な措置を講じ

ないときは、月額土地貸付料の３倍相当額 

(5) 本契約に関して〔応募グループ名称〕の構成員に民間収益

事業基本協定書第７条第１項各号のいずれかに掲げる事由が

生じたときは、民間収益事業基本協定書第８条第２項の規定

に従い、年額土地貸付料相当額 

１ 民間収益事業者は、第６条に定める貸付期間中に、次の各号

のいずれかに該当する事由が生じた場合は、違約金として、規

定金額を市に支払わなければならない。 

(1) 第４条又は第１９条に定める義務に違反したときは、年額

土地貸付料相当額 

(2) 第２６条第１項第３号の規定により、市が本契約を解除し

たときは、年額土地貸付料相当額 

(3) 第１７条第１項に定める義務に違反したときは、月額土地

貸付料の３倍相当額 

(4) 第２０条又は第２１条に定める義務に違反したときにおい

て、市がその状態を是正するため有効な措置を講じるよう催告

したにもかかわらず、民間収益事業者が有効な措置を講じない

ときは、月額土地貸付料の３倍相当額 

(5) 第２６条第１項第４号の規定により、市が本契約を解除し

たときは、年額土地貸付料相当額 

ただし、本事業の入札手続において、当該構成員、協力会社又

はその他企業が民間収益事業に関与していないことを証明し

た場合は、この限りではない。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  26

条

   契約の解除 １ 市は、民間収益事業者が次の各号の一に該当することとな

った場合は、相当の期間を定めて催告のうえ、本契約を解除

することができる。 

(1) 不渡処分、滞納処分、強制執行を受け、又は競売、破産、

民事再生の申立てがあつたとき。 

(2) 第４条の規定に違反したとき、又は本件土地を指定用途以

外の用途に使用したとき。 

(3) 神奈川県警察本部長からの通知又は回答により、民間収益

事業者が次に掲げる者であることが判明したとき。 

 ア 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51

号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第４号に規定す

る暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人

等又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を

有すると認められる者。 

 イ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75

号）第 23条第１項又は第２項に違反している事実がある者。

１ 市は、民間収益事業者が次の各号の一に該当することとなっ

た場合は、相当の期間を定めて催告のうえ、本契約を解除する

ことができる。 

(1) 不渡処分、滞納処分、強制執行を受け、又は競売、破産、

民事再生の申立てがあつたとき。 

(2) 第４条の規定に違反したとき、本件土地を指定用途以外の

用途に使用したとき。 

(3) 民間収益事業者が次に掲げる者であることが判明したと

き。 

 ア 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51

号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第４号に規定する

暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又

は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有す

ると認められる者（法人その他の団体にあっては、その役員

（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められ

るものをいう。）。 

 イ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75

号）第 23 条第１項又は第２項に違反している事実がある者。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  26

条

   契約の解除 (4) 本契約に関して〔応募グループ名称〕の構成員に民間収益

事業基本協定書第７条第１項各号のいずれかに掲げる事由が

生じたとき 

(5) その他本契約の規定に違反する行為があったとき。 

(4) 本事業の入札手続に関して〔応募グループ名称〕の構成員、

協力会社又はその他企業が、次に掲げるもののいずれかに該当

していたことが判明したとき。ただし、本事業の入札手続にお

いて、当該構成員、協力会社又はその他企業が民間収益事業に

関与していないことを証明した場合は、この限りではない。 

ア 構成員、協力会社若しくはその他企業、又はこれを構成員と

する私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第２条第２

項の事業者団体（以下「構成員等」という。）が、本事業の入

札手続について同法第３条又は第８条第１号の規定に違反し

たとして、同法第７条又は第８条の２の規定による排除措置命

令（以下「排除措置命令」という。）が確定したとき。 

イ 本事業の入札手続について、構成員等に、独占禁止法第７条

の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含

む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」と

いう。）が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第 63

条第２項の規定により取り消されたときを含む。）。 

ウ 前２号に掲げるもののほか、確定した排除措置命令又は納付

命令（独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り消されたも

のを含む。次号において同じ。）により、構成員等に、本事業

の入札手続について独占禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされたとき。 

エ 確定した排除措置命令又は納付命令により、構成員等に、独

占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があ

ったとされた期間及び当該行為の対象となった取引分野が示

された場合において、当該期間に本事業の入札が行われたもの

であり、かつ、本事業の入札手続が当該取引分野に該当するも

のであるとき。 

オ 構成員、協力会社又はその他企業が、自ら又はその役員若し

くは使用人その他の従業者について、刑法（明治 40 年法律第

45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条第１項若しくは第

95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

(5) その他本契約の規定に違反する行為があったとき。 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  26

条

   契約の解除 文章追加 ２ 市が 20 街区ＭＩＣＥ施設の完工確認済書を交付する前にＰ

ＦＩ事業①の事業契約が解除されたときは、前項第４号ただし

書きの規定の適用如何にかかわらず、市は、原則として、本契

約を解除するものとする。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  26

条

   契約の解除 ２ 市は、本件土地を国、地方公共団体その他公共団体におい

て公用又は公共用に供するため必要を生じたときは、地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の５第４項の規定に

基づき、本契約を解除することができる。 

３ 民間収益事業者は、本契約が終了したときは、速やかに本

合築施設の民間収益施設に関する部分に関する第三者との建

物賃貸借契約を終了させ、全ての入居者を退去させなければ

ならない。この場合において、退去に要する費用（合理的な

範囲の入居者への補償も含む。）は全て民間収益事業者の負担

とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、本契約が終了した場合、市は、

民間収益事業者に対し、民間収益事業者の区分所有権を有償

又は無償で譲渡するよう請求することができる。 

３ 市は、本件土地を国、地方公共団体その他公共団体において

公用又は公共用に供するため必要を生じたときは、地方自治法

（昭和 22年法律第 67号）第 238条の５第４項の規定に基づき、

本契約を解除することができる。 

４ 民間収益事業者は、本契約が終了したときは、速やかに本合

築施設の民間収益施設に関する部分に関する第三者との建物

賃貸借契約を終了させ、全ての入居者を退去させなければなら

ない。この場合において、退去に要する費用（合理的な範囲の

入居者への補償も含む。）は全て民間収益事業者の負担とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、本契約が終了した場合、市は、民

間収益事業者に対し、民間収益事業者の区分所有権を有償又は

無償で譲渡するよう請求することができる。 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  26

条

   契約の解除 文章追加 ６ 第１項の場合において、解除により民間収益事業者に損害が

生じても、市はその損害の賠償の責を負わないものとする。 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  28

条

   貸付期間終

了後の取り

扱い 

２ 第６条に定める貸付期間が満了し、新たに法〔第 22 条/第

23 条第 1 項/第 23 条第 2 項〕で定める〔定期/事業用定期/事

業用〕借地権の設定に関する契約を締結しなかったとき又は

第２６条若しくは第２７条の規定により本契約が終了したと

きは、民間収益事業者は、民間収益事業者の負担で本合築施

設の民間収益施設に関する部分のうち市との共用使用にかか

る部分を除いた部分を解体・撤去するものとする。ただし、

第２６条第４項の規定が適用されるときは、この限りではな

い。 

２ 第６条に定める貸付期間が満了し、新たに法〔第 22 条/第

23 条第 1 項/第 23 条第 2 項〕で定める〔定期/事業用定期/事

業用〕借地権の設定に関する契約を締結しなかったとき又は第

２６条若しくは第２７条の規定により本契約が終了したとき

は、民間収益事業者は、民間収益事業者の負担で本合築施設の

民間収益施設に関する部分のうち市との共用使用にかかる部

分を除いた部分を解体・撤去するものとする。ただし、第２６

条第５項の規定が適用されるときは、この限りではない。 

定期借地

権設定契

約書（合

築）（案） 

  31

条

   有益費等の

放棄 

民間収益事業者は、第６条に規定する貸付期間が満了し、

新たに法〔第 22 条/第 23 条第 1 項/第 23 条第 2 項〕で定める

〔定期/事業用定期/事業用〕借地権の設定に関する契約を締

結しなかった場合又は第２６条若しくは第２７条の規定によ

り契約が終了した場合において、本件土地を返還するときは、

民間収益事業者が支出した必要費及び有益費等については、

市に対しその償還等の請求をすることができない。 

民間収益事業者は、第６条に規定する貸付期間が満了し、新

たに法〔第 22 条/第 23 条第 1 項/第 23 条第 2 項〕で定める〔定

期/事業用定期/事業用〕借地権の設定に関する契約を締結しな

かった場合又は第２６条若しくは第２７条の規定により本契

約が終了した場合において、本件土地を返還するときは、民間

収益事業者が支出した必要費及び有益費等については、市に対

しその償還等の請求をすることができない。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  4 条    使用目的 １ 民間収益事業者は、〔平成●年●月●日（ＰＦＩ事業①基本

協定の締結日から１年後の日付）〕までに、市及びＰＦＩ事業

者①と協議の上、提案書に基づいて基本計画（開発の基本方

針、施設計画（建築計画、景観・デザイン、地区施設、緑化、

交通処理等）、事業運営計画、事業実施スケジュール等を定め

たもの。）を策定し、市及びＰＦＩ事業者①と基本計画協定（以

下、「基本計画協定」という。）を締結しなければならない。

２ 民間収益事業者は、前項の基本計画協定を遵守しなければ

ならない。 

３ 民間収益事業者は、第１項の基本計画協定に記載した使用

目的並びに事業計画及び土地利用計画以外の用途に本件土地

を使用し、又は第三者に使用させてはならない。ただし、市

が類似使用の範囲内として事前に書面により承認した場合

は、その範囲内の用途のために使用することができる。 

４ 民間収益事業者は、本件土地を、次の各号の一に該当する

目的の用途に使用してはならない。 

(1) 暴力団の事務所その他これに類する施設の用、公の秩序又

は善良の風俗に反する目的の用その他近隣住民の迷惑となる

目的の用途 

(2) 騒音、振動、塵埃、視覚的不快感、悪臭、電磁波又は危険

物等を発生又は使用する等、周囲に迷惑を及ぼすような用途

(3) 住宅 

１ 民間収益事業者は、平成●年●月●日[基本計画協定の締結

日]に、民間収益事業者、市及びＰＦＩ事業者①と締結した、

みなとみらい２１中央地区 20 街区基本計画協定（以下、「基本

計画協定」という。）を遵守しなければならない。 

２ 民間収益事業者は、第１項の基本計画協定に記載した使用目

的並びに事業計画及び土地利用計画以外の用途に本件土地を

使用し、又は第三者に使用させてはならない。ただし、市が類

似使用の範囲内として事前に書面により承認した場合は、その

範囲内の用途のために使用することができる。 

３ 民間収益事業者は、本件土地を、次の各号の一に該当する目

的の用途に使用してはならない。 

(1) 暴力団の事務所その他これに類する施設の用、公の秩序又

は善良の風俗に反する目的の用その他近隣住民の迷惑となる

目的の用途 

(2) 騒音、振動、塵埃、視覚的不快感、悪臭、電磁波又は危険

物等を発生又は使用する等、周囲に迷惑を及ぼすような用途 

(3) 住宅 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  7 条    土地貸付料 ２ 前項に規定する土地貸付料は、社会経済情勢の変動その他

の理由により、その額が実情にそわなくなったときは、市は、

原則として３年毎に改定することができる。土地貸付料の改

定を行う場合は、市は、すみやかに適正な額に改定するもの

とし、市から民間収益事業者に対し通知する。 

２ 前項に規定する土地貸付料は、社会経済情勢の変動その他の

理由により、その額が実情にそわなくなったときは、市は、原

則として３年毎に改訂することができる。土地貸付料の改訂を

行う場合は、市は、すみやかに適正な額に改訂するものとし、

市から民間収益事業者に対し通知する。 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  8 条    土地貸付料

の納付 

２ 前項の規定は、前条第２項の規定により改定した土地貸付

料の納付方法に準用する。 

２ 前項の規定は、前条第２項の規定により改訂した土地貸付料

の納付方法にも適用する。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  9 条    土地貸付料

の納付の遅

延に伴う違

約金 

民間収益事業者は、前条に基づき、市が定める納付期限ま

でに土地貸付料を納付しない場合には、納付期限の翌日から

納付した日までの期間の日数に応じ、遅延した金額（1,000 円

未満の端数があるとき又は全額が 2,000 円未満であるときは、

その端数又はその賃料を切り捨てる。）について年 14.6％の割

合を乗じて計算した違約金を、市の指定する期日までに支払

わなければならない。ただし、違約金の額に 100 円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てる。 

民間収益事業者は、前条に基づき、市が定める納付期限まで

に土地貸付料を納付しない場合には、納付期限の翌日から納付

した日までの期間の日数に応じ、遅延した金額（1,000 円未満

の端数があるとき又は全額が 2,000 円未満であるときは、その

端数又はその賃料を切り捨てる。）について年 14.6％の割合を

乗じて計算した違約金を、市の指定する期日までに支払わなけ

ればならない。なお、違約金の額に 100 円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てる。 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  23

条

   違約金 １ 民間収益事業者は、第６条に定める貸付期間中に、次の各

号のいずれかに該当する事由が生じた場合は、違約金として、

規定金額を市に支払わなければならない。 

(1) 第４条又は第１７条に定める義務に違反したときは、年額

土地貸付料相当額 

(2) 第２４条第１項第３号の規定により、市が契約を解除した

ときは、年額土地貸付料相当額 

(3) 第１６条第１項に定める義務に違反したときは、月額土地

貸付料の３倍相当額 

(4) 第１８条第１項又は第１９条に定める義務に違反したとき

において、市がその状態を是正するため有効な措置を講じる

よう催告したにもかかわらず、民間収益事業者が有効な措置

を講じないときは、月額土地貸付料の３倍相当額 

(5) 本契約に関して〔応募グループ名称〕の構成員に民間収益

事業基本協定書第７条第１項各号のいずれかに掲げる事由が

生じたときは、民間収益事業基本協定書第８条第２項の規定

に従い、年額土地貸付料相当額 

１ 民間収益事業者は、第６条に定める貸付期間中に、次の各号

のいずれかに該当する事由が生じた場合は、違約金として、規

定金額を市に支払わなければならない。 

(1) 第４条又は第１７条に定める義務に違反したときは、年額

土地貸付料相当額 

(2) 第２４条第１項第３号の規定により、市が本契約を解除し

たときは、年額土地貸付料相当額 

(3) 第１６条第１項に定める義務に違反したときは、月額土地

貸付料の３倍相当額 

(4) 第１８条第１項又は第１９条に定める義務に違反したとき

において、市がその状態を是正するため有効な措置を講じるよ

う催告したにもかかわらず、民間収益事業者が有効な措置を講

じないときは、月額土地貸付料の３倍相当額 

(5) 第２４条第１項第４号の規定により、市が本契約を解除し

たときは、年額土地貸付料相当額 

ただし、本事業の入札手続において、当該構成員、協力会社又

はその他企業が民間収益事業に関与していないことを証明し

た場合は、この限りではない。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  24

条

   契約の解除 １ 市は、民間収益事業者が次の各号の一に該当することとな

った場合は、相当の期間を定めて催告のうえ、本契約を解除

することができる。 

(1) 不渡処分、滞納処分、強制執行を受け、又は競売、破産、

民事再生の申立てがあつたとき。 

(2) 第４条の規定に違反したとき、又は本件土地を指定用途以

外の用途に使用したとき。 

(3) 神奈川県警察本部長からの通知又は回答により、民間収益

事業者が次に掲げる者であることが判明したとき。 

 ア 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51

号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第２号に規定す

る暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人

等又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を

有すると認められる者。 

 イ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75

号）第 23条第１項又は第２項に違反している事実がある者。

１ 市は、民間収益事業者が次の各号の一に該当することとなっ

た場合は、相当の期間を定めて催告のうえ、本契約を解除する

ことができる。 

(1) 不渡処分、滞納処分、強制執行を受け、又は競売、破産、

民事再生の申立てがあつたとき。 

(2) 第４条の規定に違反したとき、本件土地を指定用途以外の

用途に使用したとき。 

(3) 民間収益事業者が次に掲げる者であることが判明したと

き。 

 ア 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51

号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第４号に規定する

暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又

は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有す

ると認められる者（法人その他の団体にあっては、その役員

（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められ

るものをいう。）。 

 イ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75

号）第 23 条第１項又は第２項に違反している事実がある者。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  24

条

   契約の解除 (4) 本契約に関して〔応募グループ名称〕の構成員に民間収益

事業基本協定書第７条第１項各号のいずれかに掲げる事由が

生じたとき 

(5) その他本契約の規定に違反する行為があったとき。 

(4) 本事業の入札手続に関して〔応募グループ名称〕の構成員、

協力会社又はその他企業が、次に掲げるもののいずれかに該当

していたことが判明したとき。ただし、本事業の入札手続にお

いて、当該構成員、協力会社又はその他企業が民間収益事業に

関与していないことを証明した場合は、この限りではない。 

ア 構成員、協力会社若しくはその他企業、又はこれを構成員と

する私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第２条第２

項の事業者団体（以下「構成員等」という。）が、本事業の入

札手続について同法第３条又は第８条第１号の規定に違反し

たとして、同法第７条又は第８条の２の規定による排除措置命

令（以下「排除措置命令」という。）が確定したとき。 

イ 本事業の入札手続について、構成員等に、独占禁止法第７条

の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含

む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」と

いう。）が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第 63

条第２項の規定により取り消されたときを含む。）。 

ウ 前２号に掲げるもののほか、確定した排除措置命令又は納付

命令（独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り消されたも

のを含む。次号において同じ。）により、構成員等に、本事業

の入札手続について独占禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされたとき。 

エ 確定した排除措置命令又は納付命令により、構成員等に、独

占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があ

ったとされた期間及び当該行為の対象となった取引分野が示

された場合において、当該期間に本事業の入札が行われたもの

であり、かつ、本事業の入札手続が当該取引分野に該当するも

のであるとき。 

オ 構成員、協力会社又はその他企業が、自ら又はその役員若し

くは使用人その他の従業者について、刑法（明治 40 年法律第

45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条第１項若しくは第

95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

(5) その他本契約の規定に違反する行為があったとき。 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  24

条

   契約の解除 文章追加 ２ 市が 20 街区ＭＩＣＥ施設の完工確認済書を交付する前にＰ

ＦＩ事業①の事業契約が解除されたときは、前項第４号ただし

書きの規定の適用如何にかかわらず、市は、原則として、本契

約を解除するものとする。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  24

条

   契約の解除 ２ 市は、本件土地を国、地方公共団体その他公共団体におい

て公用又は公共用に供するため必要を生じたときは、地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の５第４項の規定に

基づき、本契約を解除することができる。 

３ 民間収益事業者は、本契約が終了したときは、速やかに民

間収益施設に関する第三者との建物賃貸借契約を終了させ、

全ての入居者を退去させなければならない。この場合におい

て、退去に要する費用（合理的な範囲の入居者への補償も含

む。）は全て民間収益事業者の負担とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、本契約が終了した場合、市は、

民間収益事業者に対し、民間収益事業者の民間収益施設を有

償又は無償で譲渡するよう請求することができる。 

３ 市は、本件土地を国、地方公共団体その他公共団体において

公用又は公共用に供するため必要を生じたときは、地方自治法

（昭和 22年法律第 67号）第 238条の５第４項の規定に基づき、

本契約を解除することができる。 

４ 民間収益事業者は、本契約が終了したときは、速やかに民間

収益施設に関する第三者との建物賃貸借契約を終了させ、全て

の入居者を退去させなければならない。この場合において、退

去に要する費用（合理的な範囲の入居者への補償も含む。）は

全て民間収益事業者の負担とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、本契約が終了した場合、市は、民

間収益事業者に対し、民間収益事業者の民間収益施設を有償又

は無償で譲渡するよう請求することができる。 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  24

条

   契約の解除 文章追加 ６ 第１項の場合において、解除により民間収益事業者に損害が

生じても、市はその損害の賠償の責を負わないものとする。 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  26

条

   貸付期間終

了後の取り

扱い 

２ 第６条に定める貸付期間が満了し、新たに法〔第 22 条/第

23 条第 1 項/第 23 条第 2 項〕で定める〔定期/事業用定期/事

業用〕借地権の設定に関する契約を締結しなかったとき又は

第２４条若しくは第２５条の規定により本契約が終了したと

きは、民間収益事業者は、民間収益事業者の負担で民間収益

施設を解体・撤去するものとする。ただし、第２４条第４項

の規定が適用されるときは、この限りではない。 

２ 第６条に定める貸付期間が満了し、新たに法〔第 22 条/第

23 条第 1 項/第 23 条第 2 項〕で定める〔定期/事業用定期/事

業用〕借地権の設定に関する契約を締結しなかったとき又は第

２４条若しくは第２５条の規定により本契約が終了したとき

は、民間収益事業者は、民間収益事業者の負担で民間収益施設

を解体・撤去するものとする。ただし、第２４条第５項の規定

が適用されるときは、この限りではない。 

定期借地

権設定契

約書（別

棟）（案） 

  29

条

   有益費等の

放棄 

民間収益事業者は、第６条に規定する貸付期間が満了し、

新たに法〔第 22 条/第 23 条第 1 項/第 23 条第 2 項〕で定める

〔定期/事業用定期/事業用〕借地権の設定に関する契約を締

結しなかった場合又は第２４条若しくは第２５条の規定によ

り契約が終了した場合において、本件土地を返還するときは、

民間収益事業者が支出した必要費及び有益費等については、

市に対しその償還等の請求をすることができない。 

民間収益事業者は、第６条に規定する貸付期間が満了し、新

たに法〔第 22 条/第 23 条第 1 項/第 23 条第 2 項〕で定める〔定

期/事業用定期/事業用〕借地権の設定に関する契約を締結しな

かった場合又は第２４条若しくは第２５条の規定により本契

約が終了した場合において、本件土地を返還するときは、民間

収益事業者が支出した必要費及び有益費等については、市に対

しその償還等の請求をすることができない。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

土地売買

契 約 書

（案） 

  6 条    用途の指定 １ 民間収益事業者は、平成●年●月●日[ＰＦＩ事業①基本協

定の締結日から１年後の日付]までに、市及びＰＦＩ事業者①

と協議の上、提案書に基づいて基本計画（開発の基本方針、

施設計画（建築計画、景観・デザイン、地区施設、緑化、交

通処理等）、事業運営計画、事業実施スケジュール等を定めた

もの。）を策定し、市及びＰＦＩ事業者①と基本計画協定（以

下、「基本計画協定」という。）を締結しなければならない。

２ 民間収益事業者は、前項の基本計画協定を遵守しなければ

ならない。 

３ 民間収益事業者は、本件土地を平成●年●月●日[民間収益

事業者が提案した期日]（以下、「指定期日」という。）までに、

第１項の基本計画協定に記載した使用目的並びに事業計画及

び土地利用計画の用途（民間収益施設を完成させることを含

む。以下、「指定用途」という。）に供さなければならない。

４ 民間収益事業者は、本件土地を指定期日から平成 52 年３月

31 日までの間（以下、「指定期間」という。）、引き続き指定用

途に供しなければならない。 

５ 民間収益事業者は、前項に規定する指定期間が満了するま

で、指定用途以外に本件土地を使用し、又は第三者に使用さ

せてはならない。ただし、市が類似使用の範囲内として事前

に書面により承認した場合は、その範囲内の用途のために使

用することができる。 

６ 民間収益事業者は、本件土地を、次の各号の一に該当する

目的の用途に使用してはならない。 

(1) 暴力団の事務所その他これに類する施設の用、公の秩序又

は善良の風俗に反する目的の用その他近隣住民の迷惑となる

目的の用途 

(2) 騒音、振動、塵埃、視覚的不快感、悪臭、電磁波又は危険

物等を発生又は使用する等、周囲に迷惑を及ぼすような用途

(3) 住宅 

７ 民間収益事業者は、本件土地が前項第１号の用途に供され

ることを知りながら、本件土地を第三者に譲渡し、又は本件

土地について地上権、賃借権その他の使用若しくは収益を目

的とする権利の設定をしてはならない。 

８ 民間収益事業者は、民間収益事業者の事情により、指定期

日までに本件土地を指定用途に供することが出来ないとき

は、速やかに市に報告するものとする。民間収益事業者が市

の承認を得て指定期日を延長する場合、市は民間収益事業者

に対し遅延損害金を徴収することができる。 

１ 民間収益事業者は、平成●年●月●日[基本計画協定の締結

日]に、民間収益事業者、市及びＰＦＩ事業者①と締結した、

みなとみらい２１中央地区 20 街区基本計画協定（以下、「基本

計画協定」という。）を遵守しなければならない。 

２ 民間収益事業者は、本件土地を平成●年●月●日[民間収益

事業者が提案した期日]（以下、「指定期日」という。）までに、

第１項の基本計画協定に記載した使用目的並びに事業計画及

び土地利用計画の用途（民間収益施設を完成させることを含

む。以下、「指定用途」という。）に供さなければならない。 

３ 民間収益事業者は、本件土地を指定期日から平成 52 年３月

31 日までの間（以下、「指定期間」という。）、引き続き指定用

途に供しなければならない。 

４ 民間収益事業者は、前項に規定する指定期間が満了するま

で、指定用途以外に本件土地を使用し、又は第三者に使用させ

てはならない。ただし、市が類似使用の範囲内として事前に書

面により承認した場合は、その範囲内の用途のために使用する

ことができる。 

５ 民間収益事業者は、本件土地を、次の各号の一に該当する目

的の用途に使用してはならない。 

(1) 暴力団の事務所その他これに類する施設の用、公の秩序又

は善良の風俗に反する目的の用その他近隣住民の迷惑となる

目的の用途 

(2) 騒音、振動、塵埃、視覚的不快感、悪臭、電磁波又は危険

物等を発生又は使用する等、周囲に迷惑を及ぼすような用途 

(3) 住宅 

６ 民間収益事業者は、本件土地が前項第１号の用途に供される

ことを知りながら、本件土地を第三者に譲渡し、又は本件土地

について地上権、賃借権その他の使用若しくは収益を目的とす

る権利の設定をしてはならない。 

７ 民間収益事業者は、民間収益事業者の事情により、指定期日

までに本件土地を指定用途に供することが出来ないときは、速

やかに市に報告するものとする。民間収益事業者が市の承認を

得て指定期日を延長する場合、市は民間収益事業者に対し遅延

損害金を徴収することができる。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

土地売買

契 約 書

（案） 

  12

条

   契約の解除 １ 市は、民間収益事業者が本契約に定める義務を履行しない

ときは、本契約を解除することができる。 

１ 市は、民間収益事業者が本契約に定める義務を履行しないと

きは、相当の期間を定めて催告のうえ、本契約を解除すること

ができる。 

土地売買

契 約 書

（案） 

  12

条

   契約の解除 ２ 市は、前項に定めるもののほか、次の各号に掲げることが

判明したときには、何らの催告を要せず本契約を解除するこ

とができるものとする。 

(1) 民間収益事業者が、横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12

月横浜市条例第 51 号。以下、「市条例」という。）第２条第２

号に規定する暴力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同

条第 5 号に規定する暴力団経営支配法人等又は同条例第７条

に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者

（法人その他の団体にあっては、その役員（業務を執行する

社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）が暴力

団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。）であ

ることが判明したとき 

(2) 民間収益事業者が、神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神

奈川県条例第 75 号）第 23 条第１項又は第２項に違反してい

る事実がある者であることが判明したとき 

(3) 本契約に関して〔応募グループ名称〕の構成員に民間収益

事業基本協定書第７条第１項各号のいずれかに掲げる事由が

生じたとき 

２ 市は、前項に定めるもののほか、次の各号に掲げることが判

明したときには、相当の期間を定めて催告のうえ、本契約を解

除することができるものとする。 

(1) 民間収益事業者が、横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12

月横浜市条例第 51 号。以下、「市条例」という。）第２条第２

号に規定する暴力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条

第 5 号に規定する暴力団経営支配法人等又は同条例第７条に

規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法

人その他の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、

取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）が暴力団員等

と密接な関係を有すると認められるものをいう。）であること

が判明したとき 

(2) 民間収益事業者が、神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神

奈川県条例第 75 号）第 23 条第１項又は第２項に違反している

事実がある者であることが判明したとき 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

土地売買

契 約 書

（案） 

  12

条

   契約の解除 文章追加 ３ 市は、本事業の入札手続に関して〔応募グループ名称〕の構

成員、協力会社又はその他企業が、次の各号のいずれかに該当

したときは、相当の期間を定めて催告のうえ、本契約を解除す

ることができるものとする。ただし、本事業の入札手続におい

て、当該構成員、協力会社又はその他企業が民間収益事業に関

与していないことを証明した場合は、この限りではない。 

(1) 構成員、協力会社若しくはその他企業、又はこれを構成員

とする私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第２条第２

項の事業者団体（以下「構成員等」という。）が、本事業の入

札手続について同法第３条又は第８条第１号の規定に違反し

たとして、同法第７条又は第８条の２の規定による排除措置命

令（以下「排除措置命令」という。）が確定したとき。 

(2) 本事業の入札手続について、構成員等に、独占禁止法第７

条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を

含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」

という。）が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第

63 条第２項の規定により取り消されたときを含む。）。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、確定した排除措置命令又は納

付命令（独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り消された

ものを含む。次号において同じ。）により、構成員等に、本事

業の入札手続について独占禁止法第３条又は第８条第１号の

規定に違反する行為があったとされたとき。 

(4) 確定した排除措置命令又は納付命令により、構成員等に、

独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為が

あったとされた期間及び当該行為の対象となった取引分野が

示された場合において、当該期間に本事業の入札が行われたも

のであり、かつ、本事業の入札手続が当該取引分野に該当する

ものであるとき。 

(5)  構成員、協力会社又はその他企業が、自ら又はその役員若

しくは使用人その他の従業者について、刑法（明治 40 年法律

第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条第１項若しくは

第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

土地売買

契 約 書

（案） 

  12

条

   契約の解除 文章追加 ４ 市が 20 街区ＭＩＣＥ施設の完工確認済書を交付する前にＰ

ＦＩ事業①の事業契約が解除されたときは、第３項ただし書き

の規定の適用如何にかかわらず、市は、原則として、本契約を

解除するものとする。 
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書類名 別 頁
第

(条)
章 節 号 項目名 変更前 変更後 

土地売買

契 約 書

（案） 

  12

条

   契約の解除 ３ 前２項の場合において、解除により民間収益事業者に損害

が生じても、市はその損害の賠償の責を負わないものとする。

５ 第１項乃至第３項の場合において、解除により民間収益事業

者に損害が生じても、市はその損害の賠償の責を負わないもの

とする。 

土地売買

契 約 書

（案） 

  14

条

   実地調査等 ２ 市は、第６条第５項乃至第７項に定める民間収益事業者の

義務の履行状況について随時実地に調査し、又は民間収益事

業者に対して所要の報告若しくは資料の提出を求めることが

できる。 

２ 市は、第６条第４項乃至第６項に定める民間収益事業者の義

務の履行状況について随時実地に調査し、又は民間収益事業者

に対して所要の報告若しくは資料の提出を求めることができ

る。 

土地売買

契 約 書

（案） 

  15

条

   違約金 １ 民間収益事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、

違約金として、規定金額を市に支払わなければならない。 

(1) 第６条又は第８条第１項に定める義務に違反したときは、

売買代金の 100 分の 30 

(2) 第１２条第２項の規定により、市が契約を解除したときは、

売買代金の 100 分の 30 

(3) 前条第３項の規定に違反して正当な理由がなく同条第１項

及び第２項の規定による調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は第１項及び第２項の報告若しくは資料の提出を怠ったと

きは、売買代金の 100 分の 10 

(4) 本契約に関して〔応募グループ名称〕の構成員に民間収益

事業基本協定書第７条第１項各号のいずれかに掲げる事由が

生じたときは、民間収益事業基本協定書第８条第２項の規定

に従い、売買代金の 100 分の 30 

１ 民間収益事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、

違約金として、規定金額を市に支払わなければならない。 

(1) 第６条又は第８条第１項に定める義務に違反したときは、

売買代金の 100 分の 30 

(2) 第１２条第２項の規定により、市が本契約を解除したとき

は、売買代金の 100 分の 30 

(3) 前条第３項の規定に違反して正当な理由がなく同条第１項

及び第２項の規定による調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、

又は第１項及び第２項の報告若しくは資料の提出を怠ったと

きは、売買代金の 100 分の 10 

(4) 第１２条第３項の規定により、市が本契約を解除したとき

は、売買代金の 100 分の 30 

ただし、本事業の入札手続において、当該構成員、協力会社又

はその他企業が民間収益事業に関与していないことを証明し

た場合は、この限りではない。 

土地売買

契 約 書

（案） 

  16

条

   買戻しの特

約 

１ 市は、民間収益事業者が第６条又は第８条第１項に定める

義務に違反したときは、市が受領した売買代金を民間収益事

業者に返還して、本件土地を無条件で買い戻すことができる。

この場合、売買契約に要した費用及び本件土地に投じた必要

費、有益費等民間収益事業者の負担した一切の費用は償還し

ないものとする。 

１ 市は、民間収益事業者が第６条又は第８条第１項に定める義

務に違反したときは、市が受領した売買代金を民間収益事業者

に返還して、本件土地を無条件で買い戻すことができる。この

場合、市は、本契約に要した費用及び本件土地に投じた必要費、

有益費等民間収益事業者の負担した一切の費用を償還しない

ものとする。 

土地売買

契 約 書

（案） 

  16

条

   買戻しの特

約 

５ 市は、指定期間が満了した場合において、民間収益事業者

に第６条又は第８条に定める義務に違反する事実がないと認

めたときは、買戻しの特約を解除するものとする。この場合、

民間収益事業者の請求により買戻しの特約の登記の抹消登記

を嘱託し、この登記に要する費用は民間収益事業者の負担と

する。 

５ 市は、本契約の締結日から 10 年が経過した場合、民間収益

事業者の請求により買戻しの特約の登記の抹消登記を嘱託し、

この登記に要する費用は民間収益事業者の負担とする。 

 


